
はしがき

　民事事件では、和解で終了する場合もあれば、判決による解決をみな
ければならなくなることもあります。後者の場合、普通、尋問を避けて
通ることができません。
　日々多数の事件をこなす我々訴訟代理人にとって、解決までに尋問手
続を経るかどうかは極めて大きな関心事です。「必要がない限り、でき
れば尋問は避けたい」というのが多くの実務家の共通した思いではない
でしょうか。
　そうした「尋問の取り組みにくさ」はどこから来るのでしょうか。
　「尋問に入る」ということは、その準備や実施に相応の時間と労力、
神経を使うというだけでなく、解決までの道のりに自分の意思だけでコ
ントロールできない不安定な要素がもう一つ増えるということを意味し
ます。そう考えると、尋問を忌避する感覚の理解は容易です。
　では、「尋問の取り組みにくさ」を改善する方法はないのでしょうか。
　よく「尋問は経験がモノを言う」と言われますが、経験の浅い若手法
律家には為す術はないのでしょうか？
　もちろんそんなことはありません。
　民事事件の証拠調べ期日を傍聴してみると、いろいろな方がそれぞれ
のやり方で証人や当事者と相対している場面を見ることができます。
　よくもあれだけ上手く話の流れを作れるものだと感心する場合もあれ
ば、場当たり的に質問が繰り返され、何が訊きたいのか、何を引き出し
たいのかがよくわからないやりとりを目にすることもあります。
　両者の違いが生まれる理由は、尋問者自身がその事件における尋問の
意味を理解できているか、そして尋問後を見据えた尋問準備がきちんと
できているかという点にあります。
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　私は「尋問は戦略こそがモノを言う」と考えています。
　尋問期日での振る舞い方や質問のテクニックも重要ですが、そこだけ
に目を奪われるのではなく、民事尋問を立証計画策定、尋問申請、陳述
書作成のほか、尋問後の最終準備書面作成までの流れの中の一要素とし
て大局的に捉えることが必要です。そうすることで、はじめて、位置づ
けや目的意識のハッキリした質問、尋問が可能になるのです。
　そこで本書は以下の３点に力点を置いています。
　まず、１つ目は、その意義や一連の手続の構造を理解するため、尋問
手続を規律する重要な民事訴訟法、民事訴訟規則のルールを整理し、わ
かりやすく説明することを心がけました。
　２つ目は、いろいろな人がいろいろなやり方をしている部分（尋問準
備や期日の現場対応など）について、思い切って、もっとも合理的かつ
実践的と考える取り組み方を提示しています。そこでは、「戦略」のみ
ならず「戦術」的なことがら、すなわち現場で実行することを前提とし
た尋問技術についても触れています。
　そして３つ目は、弾劾証拠の扱い、異議の根拠と対応、尋問と鑑定人
質問の異同など、若手のみなさんが疑問や引っかかりを感じるものの、
これまで類書であまり取り上げられなかった事項について、考え方・実
践的な対応の両面から掘り下げるように努めました。
　時間に余裕があるのであれば、第１章から順に読んでいただくことを
強くお勧めします。また、もしあなたが２日後に尋問期日を控えている
のであれば、第３章から第６章を最初に読んでいただくことで期日での
対応に役立てることができるでしょう（そのために、特に重要なことは
あえて繰り返して記載しています）。
　本書がきっと、あなたの尋問スキル向上に役立つものと信じています。

　2019年９月
弁護士　中村 真
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　本書は証人尋問、当事者尋問や鑑定人質問が難しい理由を探り、その
技能を向上させることを目的としています。本題に入る前に、本書の内
容がより理解しやすくなるよう、記載上のルールや最初に知っておいて
いただきたい事項について手短に記載しておきます。

　本書では、記載の簡略化や読みやすさのため、以下の用語を、次のよ
うなルールで用いています。

❶ 「当事者」「証人」「証人等」
　「当事者」は、原則として訴訟手続上の当事者（→ 1章 2）という意味（訴
訟代理人を含まない）で用いますが、裁判所と対比する場面などでは当
事者とその訴訟代理人を合わせた概念としても使用しています。また、

 01. 本編に入る前に

 02. 本書で取り扱う表記について

本書における
記載上のルール等
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「証人」は、当事者、鑑定人とは区別される人
じん
証（→ 1章 2）を指すものと

して用います。
　なお、証人尋問、当事者尋問共通の事項について言及する場面では、
証人と当事者の両方を合わせて「証人等」と記載しています。
❷ 「尋問」「質問」「質問者」と「供述」「供述者」
　「尋問」は当事者・証人に対する尋問手続を指すものとして用い、「質問」
は鑑定人質問の手続（→ 7章 2）のほか、尋問・鑑定人質問で用いられる
個別の問いという意味で用いています。
　このため、尋問、鑑定人質問を問わず、質問を発する者を「質問者」、
それに答える者を「供述者」（その答えを「供述」）という表記で統一して
います。

❸ 「訊く」「聞く」「聴く」
　基本的に、質問者が問いを発する場面では「訊く」を用い、供述者の
答えを引き出す（聴き取る）という場面では、それに向けられた聴き手
の意識の程度に合わせて「聞く」「聴く」を用いています。「自然と耳に入っ
てくる」のは「聞く」、「傾聴する」のは「聴く」イメージでしょうか。（た
だし、後者はさほど厳格には使い分けていません。）

❹ 「立証」「本証」「反証」と証明責任の関係
　「立証」は、事実上の主張（請求原因、抗弁、再抗弁など）を証明する
ための行為または活動という意味の言葉ですが（裁判所書記官研修所『民事
訴訟法講義案』2002、112頁）、これ自体は証明責任の有無に関係のない中
立的な概念です。例えば、請求原因事実の存在を争うために行う被告の
証人尋問申請も「立証」に当たります。
　これに対し、証明責任を負う当事者の提出する証拠あるいは立証活動
を「本証」といい、負担しない相手方のそれを「反証」といいます（同 185

頁）。こちらはその呼称が証明責任の有無と紐付いています。
　ちなみに、「主尋問」は尋問の申出（尋問申請）をした当事者の尋問を
いい、その相手方の尋問を「反対尋問」といいます（→ 3章 1）。人証は本
証の手段の場合も反証の手段の場合もありますから、「主尋問」「反対尋
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問」というカテゴライズもまた、申請者の証明責任とは直接関係がない
ということになります。

❺ 「質問に対する異議」
　一般に尋問で最も多く問題となる、質問の制限を求める異議（規則
114Ⅱ、115Ⅲ）については、本書では特に「質問に対する異議」という呼
称を用いることとしています（→ 5章 2）。この点は、尋問で問題となる「異
議」の整理とともに、第５章で詳しく述べます。

　民事訴訟における訴訟指揮権は原則として受訴裁判所に帰属しますが
（民訴 151～ 155、157など）、弁論や証拠調べ手続に関する民訴法、民訴
規則の定めを見ると、実に多くの規定が「裁判長」の権限と定めている
ことに気付きます（民訴 148、149、202、規則 113～ 115など）。
　「裁判長」は合議体の構成員であり（裁判所法 9Ⅲ）、発言機関として合
議体を代表し、口頭弁論の指揮、証拠調べの主宰、判決の言渡しなどを
行うほか、簡単な事項及び迅速な処理を要する事項について、単独で裁
判所の権限を行います。当然、１名の裁判官で構成される単独制では裁
判長というものは存在しません。
　ところが、法令上、このように「裁判長の権限」とされている規定を
単独制の場合に「裁判官の権限」に読み換える規定というものがありま
せん。
　地方裁判所の裁定・法定合議事件以外について「一人の裁判官でその
事件を取り扱う。」という規定がありますが（裁判所法 26）、これも形式上
「裁判長の権限」を単独制の裁判官が当然に行使できることを定めたも
のではありません。
　つまり、法令の規定を見るだけだと、単独制の裁判官がなぜこれら「裁
判長の権限」を行使できるのか、その法的根拠がわかりにくくなってい
ます。
　とりわけ尋問の手続を論じる上で、この点は法律家として、かなり早

 03. 尋問、鑑定人質問の手続における裁判所の権限について
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い段階で気になるはずです。「不相当な重複質問は裁判長にその制限を
申し立てるべき（規則 115Ⅲ）」といっても、地裁の単独制ではその裁判
長が法廷にはいないのですから。
　ところが、私が調べた限り、民事尋問技術に関する書籍で、この「裁
判長」と「単独制の裁判官」の権限に触れたものはありませんでした。若
手への説明としては少なくとも不親切です。
　実際には、地方裁判所に係属している単独制の事件でも簡易裁判所の
事件（裁判所法 35）でも、期日指定（民訴 93Ⅰ）や質問の制限（規則 115Ⅲ）

は当たり前のようにされていますから、何らかの形で実務的にはこの問
題がクリアされていることがわかります。
　何人かの裁判官と意見交換をしたところ、勿論解釈、つまり「ある条
文上の規定の趣旨・目的等に照らして、明文規定がなくとも、それと同
趣旨の規定があたかも存在するものと解釈すること」でクリアされてい
ると考えるほかない、となりました。
　法令上、もう少し些末な事項でも読み換え規定は置かれているので（民
訴 132の 7Ⅱ、規則 29Ⅱ）、この点も読み換え規定があってもよさそう
なものです。
　いずれにせよ、本書で「裁判長」の権限として記載しているものは、
単独制の事件では、勿論解釈によって、裁判官の権限と読み換えるよう
お願いいたします。
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　「自分では尋問が上手いと思っていたが、客観的に見るとそうでもな
いらしい」
　「尋問はうまくいったはずなのに、有利な認定が得られなかった」
　いずれも民事訴訟では決して珍しくない光景ですが、その原因はいっ
たいどこにあるのでしょうか。

　尋問がうまくいかない理由には、（裁判官の判断が適切であるとする
と）大きく分けて以下の２つのパターンが考えられます。
①　目的を誤っているケース
　尋問者が尋問で到達すべきだと主観的に考えている点と客観的な到
達すべき点とが大きくズレているパターンです。

 01. あなたの尋問、大丈夫？

 02. 尋問の失敗には２つのパターンがある

尋問はなぜ
失敗するのか？01
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②　手段が適切でないケース
　　尋問者が尋問で到達できていると主観的に考えているレベルと客観
的に到達できているレベルに開きがあるパターンです。
　このうち①目的を誤っているケースについては、尋問の機能や目的の
捉え方に関わるものであり、主尋問、反対尋問に分けて第３章以降で触
れます。
　対して②手段が適切でないケースは、主尋問、反対尋問を問わず当て
はまる極めて基礎的・初歩的な問題です。第１章のメインテーマは、こ
の点です。
　まずは民事尋問の基礎的なルールをおさらいしながら、尋問がうまく
いかない理由について、探っていきましょう。

ある人について、尋問が上手かどうかを判断す

るのは難しいが、尋問が下手かどうかを判断す

るのは極めて容易である。
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